
地域への再エネ導入に係る環境省施策について 

環境省 



 低炭素社会の創出に向け「自立・分散型エネルギー社会の構築」を戦略目標として掲げ、地球温暖化対策のみならず、
高い防災性や雇用の創出につながる地域活性化を推進する。 

 この戦略目標の実現の手段として、再生可能エネルギーの加速的導入が必要不可欠。このため、本プログラムの下、
体系的な施策を戦略的に展開。 

コンセプト 

 
 グリーンニューディール基金〔220億〕 

 先導的「低炭素・循環・自然共生」地域創出事業〔53億〕 
 

 ＣＯ２排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業〔48億〕 

 
 地域低炭素投資促進ファンド創設事業〔46億〕 

 自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業〔7億〕 

 離島における低炭素地域づくり推進事業〔28億〕 

技術から支える 

地域から支える 

・・・ 戦略目標 

・・・ 目標を実現するための手段 

自立・分散型エネルギー社会・再エネ導入促進を支える分野横断的施策 

 浮体式洋上風力発電実証事業〔14億〕 

 風力発電等に係る環境アセスメント基礎情報整備モデル事業〔14億〕 
地熱 

バイオマス 

風力 

 地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業〔16億〕 

 木質バイオマスエネルギーを活用したモデル地域づくり推進事業〔18億〕 

 地域循環型バイオガスシステム構築モデル事業〔8億〕 

 廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業〔11億〕 

海洋エネ 
 潮流発電技術実用化推進事業〔6億〕 地域の再エネ資源を最大限活用 

自立・分散型エネルギー社会の構築 

再生可能エネルギー源ごとの導入加速化施策 

資金から支える 

再生可能エネルギー導入加速化プログラム 
（自立・分散型の低炭素エネルギー社会の創出を実現） 

1 



背景・目的 事業概要 

事業スキーム 

期待される効果 

平成25年度予算 
○○百万円 

 先導的「低炭素・循環・自然共生」地域創出事業 平成26年度予算額 
5,300百万円（新規） 

○第４次環境基本計画では、目指すべき持続可能な社会の姿として、
「低炭素」・「循環」・「自然共生」の統合的達成を挙げており、
そのためには、地域特性を活かした地域づくりが不可欠とされる。 

○特に地域主導の地域資源を最大限活用した統合的取組が必要。 
○関係府省とも協力しつつ、事業化計画策定から設備等の導入まで
一貫した支援プログラムを提供する。 

(1)再生可能エネルギーの基盤整備事業 
 地域の再エネの導入ポテンシャル等の調査・整備・発信 
(2)地域主導による再生可能エネルギー等事業化計画策定・FS調査事業 
 再エネ等低炭素地域づくり事業化計画の策定、FS調査の支援 
(3)地域主導型事業形成支援事業 
 (2)の計画策定やFS調査等に対する専門的知見の提供や専門家派遣・人材育成等 
(4)再エネ・省エネ設備導入支援事業 
 地域の地球温暖化対策事業に対して設備等の導入を支援 

 

補助 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○地域における自立的・持続的な低炭素化事業の推進 
○事業経験の蓄積による、環境政策を担う地域の人材・組織育成 

■再生可能エネルギー関係（FIT併用不可） 
・再生可能エネルギーによる発電・熱利用等の設備 

 
■省エネルギー関係 
・高効率な面的エネルギー利用設備の導入 
・建築物の断熱、高効率設備の導入 
・交通対策に必要な低炭素車両等 

補助対象となる設備の例 

②自然豊かな地域における低炭素・自然共生型地域づくり事業 
• 自然公園における再エネ等導入への支援 
• 里地里山等地域の自然シンボルと共生した先導的な低炭素地域づくり事業に
必要な設備導入等への支援 

①地域のニーズや特性を活かした地域協働による低炭素地域づくり事業 
• 地方公共団体実行計画に位置づけられた事業等に係る設備導入等への支援
（農林水産省や文部科学省等と協力して実施） 

(1)､(2)①、②ア、(3) ： 委託 
(2)②ウ ： 補助 地方公共団体（定額） 民間団体等（1/2） 
(2)②イ、(４) ： 間接補助 
             地方公共団体（定額、1/2～2/3）民間団体等（1/2） 
      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②事業化計画策定・FS調査支援事業 
ア 地域主導型再生可能エネルギー等の事業化（継続分）（委託）：再生可能エネルギー等の事業化検討・事業化計画策定 
イ 地域協働による低炭素地域づくり事業（間接補助）：地方公共団体実行計画に位置づけられた事業等の事業化検討支援 
ウ エコタウンにおける資源循環社会と共生した低炭素地域づくり（補助）：エコタウンにおける再エネや熱の効率的利用等の検討支援 

（４）再エネ・省エネ設備導入支援事業（間接補助） 

（１）基盤情報整備事業（委託）： 再生可能エネルギー導入ポテンシャル等の調査・整備 

（２）地域主導による再生可能エネルギー等事業化計画策定・FS調査事業 

（３）地域主導型事業形成支援事業（委託） ： (2)の事業等に対する専門家派遣や人材育成、専門的なセミナー等の開催 

①事業化計画策定・FS調査実証事業（委託）:自然公園地域における再エネ等導入事業化計画、自然共生型低炭素地域づくり計画 
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先導的「低炭素・循環・自然共生」地域創出事業のうち 

グリーンプラン・パートナーシップ事業(GPP)について 
※前ページの（２）②イ及び
（４）①に対応。 

 
 

補助対象事業 
 
 

地方公共団体実行計画計上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現に必要な設備導入等を補助し、自治体の
創意工夫を活かした体系的な政策によって地域への普及が後押しされることにより、
豊かな低炭素地域づくりを推進。 必要に応じて、FS調査・事業計画策定から設備補助
までを、一気通貫で支援（平成26年度予算案：53億円の内数）。 

・域外へ流出していた資金が地域づくりにつながる社会 
・地域資源の活用による市場創出・つながり創出 
・温暖化対策が地域の活力となることを実感できる社会 
・地域住民や地域コミュニティの「社会や生活の豊かさ」につなが
る持続的な取組の実現 

地域協働（ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ）で作られる「地
方公共団体地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」を核とすることで、 
 地域経済やコミュニティと一体となっ
た低炭素社会づくりが可能 

 単発的な補助でなく、地域に合った
地球温暖化対策の枠組みに裏付け
られた、持続的な取組への展開が
可能。 

実現が期待される地域像の例 

・地域の政策により域内
へ普及 
・事業の実現により実行
計画を推進 

自治体 

地域社会 事業実施者 

FS調査・事業計画
づくり 設備導入前に必要

な場合に支援※２ 

※１・都道府県・政令市・民間事業者等：1/2 
  ・政令市未満：2/3 
※２・地方公共団体：定額（上限1000万） 
  ・民間事業者等：1/2（上限1000万） 

（事業実施主体：地方公共
団体または民間事業者）※１ 

※上記のほか、自然公園や里地里山における再エネ設備等導入に関する支援も実施（前ページの（２）①及び（４）②に対応）。 3 



背景・目的 

平成25年度予算 
○○百万円     自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業 平成26年度予算額 

 700百万円（新規） 

 東日本大震災により浮き彫りとなった、現在の大規模集中
型の電力システムが抱える災害時の脆弱性や再生可能エネ
ルギーの導入困難性などの課題を克服し、低炭素社会を創
出することが極めて重要。 

 地域においても、東北の被災地をはじめとして、災害に強
いエネルギーシステムの構築へのニーズが高まっている。
米国エネルギー省と協力し、米国が有する知見を活用しつ
つ、本事業を通じて、災害に強く低炭素な自立・分散型エ
ネルギー社会の構築に貢献することを目的とする。 

事業スキーム 

 補助対象：地方公共団体・民間団体等 
 補助割合：3/4 
 実施期間：最大３年間 

事業概要 

 基幹系統からの電力供給が止まった場合でもエネルギーを供給で
きる防災性の高い地域づくりと再生可能エネルギーの最大限の導
入拡大によるエネルギーの低炭素化を実現するため、コミュニ
ティや住居レベルでエネルギーを「創り、蓄え、融通し合う」シ
ステムの本格実証を行う。 

 環境省・米国エネルギー省(DOE)間でパートナーシップを結び、
日米両国の協力により、世界最先端の自立・分散型低炭素エネル
ギーシステムの確立を目指す。 

期待される効果 

地域資源である分散型の再生可能エネルギーをベースとする自立・
分散型低炭素エネルギーシステムの導入を全国的に展開し、防災性
を向上させつつ、地域活性化と低炭素化を同時に実現。 

災害に強く低炭素な自立・分散型エネルギーシステムの技術実証により、低炭素社会の創出と地域活性化を同時実現 

パートナーシップの構築 
知見の共有 

地方公共団体 
民間事業者 

委託・補助 技術的協力 

環境省 

目指すべき自立・分散型低炭素エネルギー社会の実証 

DOE 
附属研究所等 

実施体制 

 日米協力イニシアティブに基づき、DOEのマイクログ
リッド（小規模系統システム）に関する知見を共有。 

 既存の電力系統より防災性と省CO2の強化を実現する給
配蓄電システム及び制御技術等の実証を行う。 

 （主要公共施設や大規模住居コミュニティ等での実証を想定） 

本
格
実
証 
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事業目的・概要等 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

 
  補助割合：(1) 定額（上限1000万円）  (2) ２／３  (3) ３／４ 

 本土と系統連系されていない離島（オフグリッド）はCO2排出量が
大きく高コストのディーゼル発電に依存。更に、系統が脆弱のため
、再エネの大幅な導入拡大が極めて困難。 

 自立・分散型低炭素エネルギー社会に不可欠な再エネの大幅な導入
拡大のためには、離島の特性を踏まえた新たな蓄電池の効果的な活
用方法の実証により、蓄電池の導入促進が必要。 

 再エネに加え、需要側のエネルギー消費削減（減エネ）等もパッケ
ージで導入し、離島の活性化、防災性の向上にも寄与する低炭素地
域づくりを加速。低炭素な離島のモデルを確立し、他地域や海外の
島嶼国への展開を図る。 

(1)  再エネの導入や減エネの強化等離島の低炭素地域づくりに向けた
事業化計画策定や実現可能性調査（FS調査）を補助する。(0.5億)  

(2)  離島の特性を踏まえた先導的な再エネの導入や減エネの強化等、
低炭素地域づくりのために不可欠な設備の導入を補助する。(8億) 

(3)  離島の短周期及び長周期変動の両方の特性に対応する新たな蓄電
池の活用方法を確立し、効率的管理･制御による再エネ導入量の最大
化と蓄電池容量の削減による経済性の向上を同時に実現する技術実
証を行う。(19億) 

期待される効果 
 離島における再エネ導入拡大・減エネの強化により、CO2排出削

減のみならず、地域活性化や防災性の強化等の効果が期待される。 
 蓄電池の効果的・効率的な活用方法の普及により、他の離島や海

外の島嶼国等における再生可能エネルギーの導入可能量の更なる
拡大が期待される。 

        離島の低炭素地域づくり推進事業 
平成26年度予算額  
2,800百万円（新規） 

支える技術の確立 

イメージ 

離島特有の短周期（再エネの出力変動）・長周期（余剰電力等）変
動に対処するため、特性の異なる蓄電池の組み合わせ・協調制御等
と全体としての蓄電池容量の削減により、再エネ導入可能量の更な
る拡大と経済性の向上を図る。 

離島まるごと自立・分散型低炭素エネルギー社会構築 

離島向けハイブリッド蓄電池システム技術実証 

海洋 

洋上風力 

地熱 

太陽光 

離島の地域資源を活用した再エネ導入 

減エネルギーの加速化 

民生・需要
の減エネ 

水素利用 

電気自動車 

 低炭素地域づくり事業化計画策定支援 
 再エネ・減エネ等設備導入支援 

蓄電池 

 蓄電池の活用等を含めた地域資源の再エネ導入、
主要施設への減エネ設備の導入等により、地産地
消の自立・分散型低炭素エネルギー社会を構築 

国 

地方公共団体 
民間団体等 民間団体等 

補助 (1) (2) 補助 (定額) 

民間事業者等 
補助(3) 
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• 2050年までに80%削減という温室効果ガスの大幅削減を実現し、低炭素社会を創出していく
には、巨額の追加投資が必要であり、民間資金の活用が不可決。 

• 一定の採算性・収益性が見込まれる低炭素化プロジェクトに民間資金を呼び込むため、これら
のプロジェクトを「出資」により支援する基金を造成。特に、地域の「目利き力」を活用して
優良なプロジェクトに対する支援を展開するため、地域金融機関等と連携してサブファンドの
組成の拡大を図る。 

• 民間資金による投資を更に呼び込み、低炭素化プロジェクトへの投資の一層の拡大を図る。 

      地域低炭素投資促進ファンド創設事業 

国 
（エネ特） 

基金設置法人 （一般社団法人等） 
 

 

民間資金 

出資等 

SPC等 
対象事業： 低炭素化プロジェクト  

出融資等 

基金 

回収・ 
配当 

回収・ 
配当 

補助金 

CO2削減効果を 
審査・評価 

出資 

出資 
サブファンド サブファンド サブファンド サブファンド サブファンド 

回収・ 
配当 出資 

平成26年度予算額  
4,600百万円（1,400百万円） 
支出予定先：民間団体等 
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イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

(1)国からの補助  補助対象：非営利型法人、補助割合：定額 
(2)基金からの補助 
  補助対象：地方公共団体、民間団体等 
  補助割合：1/3、1/2、定額 等 

 今後、公共事業の多面的な展開が想定される中、21世紀
型の国際規範となりつつある「低炭素社会」としての付
加価値を合わせて創出することが必要。 

 社会システム構築は公共性が高く投資回収の考え方に馴
染まない一方で、今を逃すと長期にわたりCO2大排出型
システムのロックインが懸念されることから、低炭素価
値向上のための国による財政支援が不可欠。 

 今後国際交渉の主戦場と想定される2020年以降の目標を
検討する際には、社会システムとしてどれだけCO2が削
減可能かを分析し国際交渉カードとして最大限活用する
ことが戦略的対応。 

 日本の優れた・尖った技術を用いることで経済活性化を
狙う。 

 低炭素価値向上基金を造成し、同基金を活用して、公共性が高
い社会システムの整備に当たりエネルギー起源二酸化炭素の排出
の抑制のための技術等を導入する事業に対して補助金を交付する
事業を実施する。 

期待される効果 
 社会システムの構築に当たっての「低炭素社会」としての付加
価値の創出 

平成25年度予算 
○○百万円   低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援基金 平成26年度予算額 

9,400百万円（7,600百万円） 

【対象事業の基本的要件】 
    ① 低炭素化に効果的な規制等対策強化の検討に資する事業 
      （規制等対策強化につなげる成果目標を設定） 
    ② 公益性が高く資金回収・利益を期待することが困難な事業 
    ③ モデル・実証的性格を有し、他事業への波及効果が大きい事業 
    ④ 波及効果も含めたCO2削減効果の定量化が可能である事業 
    ⑤ 日本型の先端技術の戦略的な活用・展開が期待できる事業 

 
低炭素価値向上基金 環境省 

補助金 
補助金 

＜具体的な事業＞ 
●鉄道活用型の低炭素物流事業(国交省連携) 

●物流システム低炭素化事業(国交省連携) 

●鉄道輸送システム低炭素化(ｴｺﾚｰﾙﾗｲﾝ)事業 
 (国交省連携) 

●航空分野の低炭素化促進事業(国交省連携) 

 

＜具体的な事業＞ 
●病院等の低炭素化･災害時対応型事業(厚労省連携) 

●再エネ等を活用した自立分散型地域づくり事業 
●信号機の省電力化等推進事業(警察庁連携) 

●地域における街路灯等へのLED照明導入促進事業 

 

環境省ガイドラインに基づき､補助事業の当初段階＆終了段階でCO2削減効果を分析･定量化(規制等による対策強化につなげる) 

 

＜具体的な事業＞ 
●省エネ型データセンター構築事業(総務省連携) 

●上水道システムにおける革新的技術導入事業 
 (厚労省連携) 

●地域の未利用資源等を活用した社会システム 
 イノベーション推進事業 
●漁港の省エネ化実証事業事業(農水省連携)  

 

要件に基づく
厳格な審査 

交通体系整備に当たっての 
低炭素価値向上 

災害時等対応型ライフライン施設等 
整備に当たっての低炭素価値向上 

次世代型社会インフラ整備に当 
たっての低炭素価値向上 

●港湾地域の低炭素化・災害時対応型事業(国交省連携)  
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事業目的・概要等 イメージ 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

委託対象：民間団体等 
実施期間：平成22年度～平成27年度 

 洋上の膨大な風力ポテンシャルを生かすため、2010年度か
ら浮体式洋上風力発電の実証事業を実施。2012年にパイ
ロットスケール、2013年には商用スケールの実証機を設
置・運転し、2015年度までに関連技術・システムの確立等
を行う。これらの実証を通じて2020年に洋上風力を100万
kW以上に拡大することを目指している。 

 一方、離島など系統が脆弱な地域においては、洋上風力由来
の電力を十分に活用できないケースが想定される。これを解
決するため、系統強化・安定化対策に加え、水素等により地
産地消のエネルギーの最大限の活用方策を確立し、離島型自
立・分散型エネルギー社会の実現を目指す。 

平成24年度の成果を踏まえ25年度に設置する2000kWの商用ス
ケール機の本格的な運転・発電、環境影響、気象条件への適応、
安全性等に関する情報を収集し、実用化に向けた知見を得る。
また、離島の自立・分散型エネルギー社会の構築に向け、運転
時に発生する余剰電力を水素に変換・貯蔵し、離島内のエネル
ギーとして利活用する技術・システムを実証する。 

期待される効果 

 浮体式洋上風力発電における台風への耐性、漁業関係者と
の調整、環境アセスメント等の確立 

 浮体式洋上風力発電を活用した効率的な水素エネルギー利
活用のシステム・技術を確立 

 2015年度以降早期の浮体式洋上風力発電の実用化 

         洋上風力発電実証事業 
平成26年度予算額 
1,369百万円（1,600百万円） 

 我が国は、排他的経済水域世界第6位の海洋国であり、洋上は陸
上に比べて大きな導入ポテンシャルを有する 

 洋上は風速が高く、安定かつ効率的な発電が見込まれる 
 推進が浅い海域が少ない我が国では、深い海域（50m以深）に

適用可能な「浮体式」に大きな期待 

我が国初となる、商用スケールの 
「浮体式」洋上風力発電機の建造・設置・運転・評価 

 台風等への耐性を有する浮体の設計・建造 
 漁業関係者との調整・漁業協調型システム 
 環境アセスメント手法 
の確立等を実証 

2015年度以降早期の浮体式洋上風力発電の実用化 
2020年には洋上風力を100万kW 以上に拡大 

さらに、発電時に生じる余剰電力を地産地消のエ
ネルギーとして利活用する技術・システムを実証 

 長崎県五島市椛島沖にて本格実証 
 世界初のハイブリッド・スパー型 
［我が国の技術を生かし大幅なコスト低減を実現］ 

H24 H25 H26 H27 

環境調査 

小規模試験機（100kW）の 
                            実海域設置・運転  

  

実証機（2MW）の 
                            実海域設置・運転 

事業性等の評価 

H24年6月に設置 
8月に運転を開始 

成果を反映（設置・制御等） 

商用スケール実証機 
［H25年10月に運転開始］ 
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東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議 
取りまとめ（平成25年４月 経済産業省・環境省） 

 国の計画・目標と整合的な形で電力業界全体の実効性ある取組の確保が必要であることから、  
 ・国の計画と整合的な目標が定められていること   
 ・新電力を含む主要事業者が参加すること      
 ・責任主体が明確なこと（小売段階に着目を想定） 
 ・新規参入者等に対しても開かれていること 等を内容とする電力業界全体の枠組の構築を促す 

（２）国の目標・計画との整合性 
①中期目標との関係： 事業者が、電力業界全体の枠組下でCO2削減に取り組んでいる場合、又は、枠組構
築までの間、天然ガス火力超過分に相当する純増分について海外削減などの措置を講じることとしている
場合は、国の目標・計画との整合性は確保されているものと整理 
②2050 年目標との関係： 国は、2020年頃の商用化を目指した技術開発の加速化、CCS導入の前提となる
貯留適地調査、CCS Ready において求める内容の整理等を行い、事業者に対し、二酸化炭素分離回収設備
の実用化に向けた技術開発を含め、継続的な検討を求める 

※その他、エネルギー転換部門における排出抑制等指針の策定等 

 下記の観点で、必要かつ合理的な範囲で審査する 
（１）利用可能な最良の技術（BAT：Best Available Technology）の採用 
・国は、事業者の検討の参考となるよう、「最新鋭の発電技術の商用化及び開発状況」を規模や燃料種に応
じて整理・公表し、事業者に対し、BAT の採用を求める 

○ 東京電力による電源入札では石炭火力の落札の可能性 
○ 石炭火力は安定供給・経済性に資するが環境面に課題 

１． 電気事業分野における実効性ある地球温暖化対策のあり方 

２． 環境アセスメントにおける二酸化炭素の取扱い 
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